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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第87期
第２四半期
連結累計期間

第88期
第２四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自　2021年６月１日
至　2021年11月30日

自　2022年６月１日
至　2022年11月30日

自　2021年６月１日
至　2022年５月31日

売上高 （千円） 3,002,190 3,113,372 6,446,270

経常利益 （千円） 449,996 623,612 1,086,804

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 280,571 424,608 692,501

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 253,394 587,720 547,944

純資産額 （千円） 8,219,913 8,946,847 8,514,201

総資産額 （千円） 9,579,377 10,284,637 9,972,879

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 26.12 39.34 64.36

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 85.8 87.0 85.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 362,126 196,667 770,393

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,251,660 △101,096 △1,345,835

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △111,458 △192,280 △112,236

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,376,148 1,623,353 1,698,215

 

回次
第87期
第２四半期
連結会計期間

第88期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年９月１日
至　2021年11月30日

自　2022年９月１日
至　2022年11月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 16.43 23.97

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　当社は第87期第２四半期連結会計期間より「従業員株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、１株当たり

四半期（当期）純利益の算定上、「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として残存する当社株式

を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

４　当社は2022年12月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は発生しておりません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染状況に左右されつつも、経

済活動は活発化しておりましたが、不安定な円相場やインフレによる経済停滞が懸念され、原材料及びエネルギー

価格の高騰やウクライナ情勢等の影響もあり、先行き不透明な状況であります。

　このような経営環境の中で、当社グループは「『ボルティング・ソリューション・カンパニー』として社会の発

展に貢献し、地球上になくてはならない企業をめざす。」ことを企業理念に掲げ、「ボルト締結分野」においてお

客様が求める価値を的確に捉え、「スピード感と一体感のある製品開発体制」を基軸に保有技術を有効的に活用

し、より多くのお客様に「ボルト締結」に最適な手段を提供するとともに、「締結」に関する課題解決を通じて

「満足」「感動」「価値」を提供してまいりました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は31億１千３百万円（前年同期比

3.7％増）となりました。また、利益面では営業利益は５億７千３百万円（前年同期比37.0％増）、経常利益は６

億２千３百万円（前年同期比38.6％増）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億２千４百万円（前年同

期比51.3％増）となりました。

 

　各セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

（国内）

　作業工具類の売上高に関しましては、展示会等の対面でのＰＲ機会が回復し、新製品リリースや提案型の販売促

進活動を進めるとともに、より多くの人々に工具の魅力を伝えることを目的に行っているモータースポーツの応援

（レースチームサポートやレース協賛）による継続的なブランディング活動により「ＴＯＮＥブランド」の浸透に

努めた結果、売上高は前年同期を上回りました。

　機器類の売上高に関しましては、資材調達難、着工遅れや、着工見直し等新型コロナウイルス感染症による影響

が継続している中、主要都市圏の再開発事業の計画等建築需要には明るい兆しが続いております。また、「シヤー

レンチ」及び「建方１番」製品群に続き、「ナットランナー」製品群にもコードレスタイプの新製品が加わり、競

争優位性の高い製品群の拡張に加え、変化、多様化するお客様要望に応えた特殊品対応を行うことによる市場ニー

ズの把握、新規市場の開拓を図り、顧客需要を満たす提案活動を行った結果、売上は前年を上回りました。

　その結果、売上高は25億４千２百万円（前年同期比6.1％増）となり、セグメント利益は３億９千８百万円（前

年同期比50.2％増）となりました。

 

（海外）

　作業工具類の売上高に関しましては、設備投資の高まりにより需要が増加し、対面での営業活動を一部再開し、

新製品の提案やフォローを行った結果、売上高は前年同期を上回りました。

　機器類の売上高に関しましては、国内同様、主力製品「シヤーレンチ」製品群及び充実のラインアップを誇る

「ナットランナー」製品群の販売促進活動を展開するとともに、ボルト締結に重要な役割を果たす「トルク管理機

器」製品群等、競争優位性の高い製品群の拡張に加え、新規市場開拓を図る等、売上高の伸長に向け、懸命に顧客

需要を満たす提案活動を行いましたが、欧州でのインフラ需要及び北米を中心に建築業界における需要はみられた

ものの、売上高は前年同期を下回りました。

　その結果、売上高は５億７千１百万円（前年同期比5.6％減）となり、セグメント利益は１億７千４百万円（前

年同期比14.0％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　資産合計は、102億８千４百万円（前連結会計年度末99億７千２百万円）となり前連結会計年度末に比べ３億１

千１百万円増加しました。この主な要因は、現金及び預金の減少７千４百万円、受取手形及び売掛金の減少８千７

百万円、商品及び製品の増加２億８千８百万円、建物及び構築物の増加７千３百万円、投資有価証券の増加９千８

百万円によるものです。
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（負債）

　負債合計は、13億３千７百万円（前連結会計年度末14億５千８百万円）となり前連結会計年度末に比べ１億２千

万円減少しました。この主な要因は、支払手形及び買掛金の減少５千２百万円、未払法人税等の減少８千５百万

円、賞与引当金の減少１億２千６百万円、繰延税金負債の増加６千８百万円、株式給付引当金の増加３千２百万円

によるものです。

 

（純資産）

　純資産合計は、89億４千６百万円（前連結会計年度末85億１千４百万円）となり前連結会計年度末に比べ４億３

千２百万円増加しました。この主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上４億２千４百万円によるも

のです。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、16億２千３

百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億４千７百万円の増加となりました。当第２四半期連結累計期間におけ

る各キャッシュ・フローの状況とそれぞれの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動においては、税金等調整前四半期純利益６億２千３百万円、賞与引当金の減少１億２千６百万円、棚卸

資産の増加２億８千６百万円、法人税等の支払額１億９千４百万円等により、資金はプラス１億９千６百万円（前

年同期はプラス３億６千２百万円）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動においては、有形及び無形固定資産の取得による支出１億円等により、資金はマイナス１億１百万円

（前年同期はマイナス12億５千１百万円）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動においては、配当金の支払額１億３千４百万円等により、資金はマイナス１億９千２百万円（前年同期

はマイナス１億１千１百万円）となりました。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(7）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は32,246千円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(8）主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第２四半期連結累計期間において、完

了したものは次の通りです。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント

の名称
設備の内容 金額（千円） 完成年月

提出会社
本社

（大阪府河内長野市）
共通 統括業務施設 72,560 2022年10月

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,922,600

計 3,922,600

（注）2022年10月13日開催の取締役会決議により、2022年12月１日付で株式分割に伴う定款の一部変更が行われ、発行

可能株式総数は15,690,400株増加し、19,613,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年11月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2023年１月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,342,600 11,713,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株であ

ります。

計 2,342,600 11,713,000 － －

（注）2022年12月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。これにより、発行済株式総数

は9,370,400株増加し、11,713,000株となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年９月１日～

2022年11月30日
－ 2,342 － 605,000 － 163,380

（注）2022年12月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。これにより、発行済株式総数

は9,370千株増加し、11,713千株となっております。
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（５）【大株主の状況】

  2022年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

スパイラルキャピタルパート

ナーズ株式会社

東京都千代田区岩本町２丁目２番10号

日鉄岩本町ビルディング３階
294 13.03

中央自動車工業株式会社 大阪市北区中之島４丁目２番30号 200 8.86

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内
113 5.02

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番12号 104 4.62

株式会社山善 大阪市西区立売堀２丁目３番16号 95 4.22

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 82 3.66

INTERACTIVE BROKERS LLC

（常任代理人　インタラクティ

ブ・ブローカーズ証券株式会

社）

ONE PICKWICK PLAZA GREENWICH,

CONNECTICUT 06830 USA

（東京都千代田区霞が関３丁目２番５号）

79 3.51

ＴＯＮＥ株式会社従業員持株会 大阪府河内長野市寿町６番25号 78 3.46

株式会社関西みらい銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 76 3.37

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り１丁目２番26号 76 3.37

計 － 1,199 53.11

（注）１　当社は自己株式84千株を保有しておりますが、表記しておりません。

２　所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

３　当社は「従業員株式給付信託（J-ESOP）」を導入しており、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が当社

株式104千株を取得しておりますが、自己株式には含めておりません。

４　2022年12月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式数につい

ては、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 84,200

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,252,500 22,525 －

単元未満株式 普通株式 5,900 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  2,342,600 － －

総株主の議決権  － 22,525 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄には「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として㈱日本カスト

ディ銀行（信託口）が保有する株式104千株（議決権の数1,043個）が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式63株が含まれております。

３　2022年12月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。これにより、発行済株式

総数は9,370,400株増加し、11,713,000株となっております。

 

②【自己株式等】

    2022年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

ＴＯＮＥ株式会社

大阪府河内長野市寿町６番

25号
84,200 － 84,200 3.59

計 － 84,200 － 84,200 3.59

（注）　2022年12月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っておりますが、上記所有株式数について

は、当該株式分割前の所有株式数を記載しております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年９月１日から2022

年11月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年６月１日から2022年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、仰星監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,698,215 1,623,353

受取手形及び売掛金 1,459,373 1,371,685

商品及び製品 1,239,940 1,528,649

仕掛品 341,109 358,572

原材料及び貯蔵品 1,019,865 1,017,942

その他 118,571 103,851

貸倒引当金 △4,357 △4,633

流動資産合計 5,872,718 5,999,421

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 673,455 747,097

機械装置及び運搬具（純額） 103,680 123,448

工具、器具及び備品（純額） 24,474 24,099

土地 1,576,096 1,576,096

リース資産（純額） 1,988 1,562

建設仮勘定 34,305 29,225

有形固定資産合計 2,414,000 2,501,529

無形固定資産   

その他 87,041 77,886

無形固定資産合計 87,041 77,886

投資その他の資産   

投資有価証券 1,229,709 1,328,094

退職給付に係る資産 48,046 46,951

その他 321,363 330,753

投資その他の資産合計 1,599,119 1,705,799

固定資産合計 4,100,161 4,285,215

資産合計 9,972,879 10,284,637
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年５月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 613,078 560,245

１年内返済予定の長期借入金 100,000 －

短期借入金 － 100,000

リース債務 937 937

未払法人税等 231,849 146,825

賞与引当金 131,924 5,443

未払金 147,939 157,246

未払費用 50,281 97,248

製品保証引当金 35,505 35,400

その他 33,031 20,234

流動負債合計 1,344,546 1,123,581

固定負債   

リース債務 1,249 781

繰延税金負債 99,271 167,620

資産除去債務 3,780 3,780

長期未払金 6,030 6,180

株式給付引当金 － 32,047

その他 3,800 3,800

固定負債合計 114,131 214,209

負債合計 1,458,678 1,337,790

純資産の部   

株主資本   

資本金 605,000 605,000

資本剰余金 633,555 650,559

利益剰余金 7,568,730 7,857,696

自己株式 △511,113 △547,549

株主資本合計 8,296,172 8,565,706

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 198,309 287,449

為替換算調整勘定 19,719 93,690

その他の包括利益累計額合計 218,028 381,140

純資産合計 8,514,201 8,946,847

負債純資産合計 9,972,879 10,284,637
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2021年６月１日
　至　2021年11月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日
　至　2022年11月30日)

売上高 3,002,190 3,113,372

売上原価 1,755,434 1,667,487

売上総利益 1,246,755 1,445,884

販売費及び一般管理費 ※ 828,172 ※ 872,508

営業利益 418,582 573,376

営業外収益   

受取利息 82 1,009

受取配当金 11,822 22,870

為替差益 15,044 23,286

投資有価証券売却益 － 315

その他 6,822 6,226

営業外収益合計 33,771 53,708

営業外費用   

支払利息 759 778

固定資産除売却損 － 2,152

その他 1,598 541

営業外費用合計 2,358 3,472

経常利益 449,996 623,612

税金等調整前四半期純利益 449,996 623,612

法人税、住民税及び事業税 118,883 140,066

法人税等調整額 50,541 58,937

法人税等合計 169,425 199,004

四半期純利益 280,571 424,608

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 280,571 424,608
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2021年６月１日
　至　2021年11月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日
　至　2022年11月30日)

四半期純利益 280,571 424,608

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △67,754 89,140

為替換算調整勘定 40,577 73,971

その他の包括利益合計 △27,177 163,111

四半期包括利益 253,394 587,720

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 253,394 587,720

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　2021年６月１日
　至　2021年11月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　2022年６月１日
　至　2022年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 449,996 623,612

減価償却費 50,265 56,443

為替差損益（△は益） △7,778 △4,644

貸倒引当金の増減額（△は減少） △463 276

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △21,389 1,094

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,448 △105

賞与引当金の増減額（△は減少） △106,717 △126,480

株式給付引当金の増減額（△は減少） － 32,047

受取利息及び受取配当金 △11,905 △23,879

支払利息 759 778

株式報酬費用 3,216 3,009

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） 16 2,152

売上債権の増減額（△は増加） 115,677 88,292

棚卸資産の増減額（△は増加） △44,480 △286,587

仕入債務の増減額（△は減少） 179,887 △53,124

未払消費税等の増減額（△は減少） △94,419 △2,926

未収消費税等の増減額（△は増加） △22,226 15,621

その他 52,535 43,157

小計 539,525 368,738

利息及び配当金の受取額 11,927 23,501

利息の支払額 △758 △777

法人税等の支払額 △188,568 △194,795

営業活動によるキャッシュ・フロー 362,126 196,667

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △608,104 △100,236

投資有価証券の取得による支出 △642,130 －

投資有価証券の売却による収入 － 482

保険積立金の積立による支出 △1,597 △1,597

差入保証金の差入による支出 △52 －

差入保証金の回収による収入 223 255

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,251,660 △101,096

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 － △100,000

短期借入れによる収入 － 100,000

配当金の支払額 △110,907 △134,809

リース債務の返済による支出 △468 △468

自己株式の取得による支出 △366,531 △57,002

自己株式の処分による収入 366,450 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △111,458 △192,280

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,442 21,847

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △998,548 △74,862

現金及び現金同等物の期首残高 2,374,697 1,698,215

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,376,148 ※ 1,623,353
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日
　　至　2021年11月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2022年６月１日
　　至　2022年11月30日）

給与手当賞与 276,410千円 263,675千円

退職給付費用 5,128千円 5,710千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日
至　2021年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年６月１日
至　2022年11月30日）

現金及び預金勘定 1,376,148千円 1,623,353千円

現金及び現金同等物 1,376,148千円 1,623,353千円

 

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　2021年６月１日　至　2021年11月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年８月27日

定時株主総会
普通株式 128,437 60 2021年５月31日 2021年８月30日 利益剰余金

 

２　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2021年４月14日開催の取締役会決議に基づき、2021年10月29日付で「従業員株式給付信託（J-

ESOP）」の導入に伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託口）を引受先とした第三者割当による自己株式

104千株の処分を行い、当第２四半期連結累計期間において自己株式が185,265千円減少し、資本剰余金が

181,184千円増加しました。なお、信託に残存する当社株式104千株は自己株式として計上しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間において資本剰余金が633,555千円、自己株式が510,851千円となって

おります。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2022年６月１日　至　2022年11月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年８月26日

定時株主総会
普通株式 135,642 60 2022年５月31日 2022年８月29日 利益剰余金

（注）１　2022年８月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の

信託を財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金6,282

千円が含まれております。

２　2022年12月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配

当額」につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 

２　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３　株主資本の金額の著しい変動
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　当社は、2022年10月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を取得したため、当第２四半期連結累計期

間において自己株式が36,435千円増加しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

①　前第２四半期連結累計期間（自　2021年６月１日　至　2021年11月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円）

 報告セグメント
四半期連結損益計
算書計上額（注）

 国内 海外 計

売上高     

外部顧客への売上高 2,396,887 605,303 3,002,190 3,002,190

計 2,396,887 605,303 3,002,190 3,002,190

セグメント利益 265,641 152,941 418,582 418,582

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

②　当第２四半期連結累計期間（自　2022年６月１日　至　2022年11月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
四半期連結損益計
算書計上額（注）

 国内 海外 計

売上高     

外部顧客への売上高 2,542,132 571,240 3,113,372 3,113,372

計 2,542,132 571,240 3,113,372 3,113,372

セグメント利益 398,981 174,395 573,376 573,376

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　前第２四半期連結累計期間（自　2021年６月１日　至　2021年11月30日）

   （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 国内 海外

工具

機器

1,627,744

769,143

140,553

464,749

1,768,297

1,233,892

顧客との契約から生じる収益 2,396,887 605,303 3,002,190

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 2,396,887 605,303 3,002,190

 

　　当第２四半期連結累計期間（自　2022年６月１日　至　2022年11月30日）

   （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 国内 海外

工具

機器

1,636,298

905,833

168,336

402,904

1,804,634

1,308,737

顧客との契約から生じる収益 2,542,132 571,240 3,113,372

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 2,542,132 571,240 3,113,372

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年６月１日
至　2021年11月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年６月１日
至　2022年11月30日）

１株当たり四半期純利益 26円12銭 39円34銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千

円）
280,571 424,608

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四

半期純利益（千円）
280,571 424,608

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,741 10,793

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上、「従業員株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として残存する当社株式

を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第２四半期連結累計期間104千

株、当第２四半期連結累計期間104千株）。

３　当社は、2022年12月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。
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（重要な後発事象）

　当社は、2022年10月13日開催の取締役会決議に基づき、2022年12月１日付で株式分割及び株式分割に伴う定款

の一部変更を行いました。

 

（１）株式分割の目的

　当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げ、投資家の皆様がより投資しやすい環境を整えるとともに、当社

株式の流動性の向上と投資家層の拡大および株主数のさらなる増加を図ることを目的としております。

 

（２）株式分割の概要

①分割の方法

　2022年11月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式を、１

株につき５株の割合をもって分割いたします。

 

②分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数  2,342,600株

株式分割により増加する株式数  9,370,400株

株式分割後の発行済株式総数 11,713,000株

株式分割後の発行可能株式総数 19,613,000株

 

③分割の日程

基準日公告日 2022年11月14日

基準日 2022年11月30日

効力発生日 2022年12月１日

 

④１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりでありま

す。

 

前第２四半期連結累計期間

（自　2021年６月１日

　至　2021年11月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　2022年６月１日

　至　2022年11月30日）

１株当たり四半期純利益 26円12銭 39円34銭

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

⑤資本金の額の変更

　今回の株式分割に際して、当社の資本金の額に変更はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年１月10日

ＴＯＮＥ株式会社

取締役会　御中

 

仰　星　監　査　法　人

大阪事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西 田　直 樹

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 芝　﨑　　晃

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＴＯＮＥ株式会

社の2022年６月１日から2023年５月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年９月１日から2022年11月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年６月１日から2022年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＴＯＮＥ株式会社及び連結子会社の2022年11月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

EDINET提出書類

ＴＯＮＥ株式会社(E01380)

四半期報告書

21/22



・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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